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本日の流れ

① 派遣企業様にとっての特定技能ビジネス

② 特定技能ビジネス立ち上げのステップについて

③ 考えるべき『選択と集中』
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① 派遣企業様にとっての特定技能ビジネス
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在留資格一覧

※出典 出入国在留管理庁 資料より



在留資格別の就労者

※出典 厚生労働省 令和5年10月 「外国人雇用状況」の届出状況まとめより
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特定技能在留資格の状況

2024年2月末時点 出入国在留管理庁 公表数字より
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特定技能の今後

2024年3月29日 朝日新聞様 報道より

政府は29日、人手不足の分野で一定の技能がある外国人労働者
を受け入れる在留資格「特定技能」について、2024年度から
5年間の受け入れ枠を82万人とすることを閣議決定した。
23年度までの5年間で設定していた人数の2・4倍となり、幅広
い分野で受け入れが加速する。
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※ 独立行政法人国際協力機構 調査報告書より

自動化進展中位ケース

⇒ 本予測の増加分は、多くが特定技能がカバーする
現場で働くブルーワーカー/エッセンシャルワーカー



出入国管理及び難民認定法

1951年（昭和26年）「出入国管理令」が施行

1982年（昭和57年）「出入国管理及び難民認定法」に改正

1990年（平成2年）  「定住者」「研修」資格が追加

2010年（平成22年）「技能実習」資格が追加

2019年（平成31年）「特定技能」資格が追加
「入国管理局」が「出入国在留管理庁」に昇格

在留資格の歴史

2024年（令和6年）  「技能実習」資格の見直しが決定



12

今後の方向性

2019年 特定技能制度創設

2024年 技能実習制度の見直しが決定
※ 概ね 2027年から新制度育成就労開始

⇒ ブルーワーカー外国人材の採用自由化、
自由競争化の方向性

原則3年間転職出来ない技能実習制度から、
条件付き転職可能な育成就労制度へ
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※ 何故自由競争が必要なのか？？

出入国在留管理庁作成有識者会議資料より
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※ 何故自由競争が必要なのか？？

単位：千円
厚生労働省 賃金構造基本統計調査より
特定技能のみ2020年と2022年の比較

リフト株式会社で作成

賃金
対前年

増減率
賃金

対前年

増減率
賃金

対前年

増減率
賃金

対前年

増減率

外国人労働者計 223.1 - 218.1 -2.2% 228.1 4.6% 248.4 8.9% 11.3%

専門的・技術的分野

（特定技能を除く）
324.3 - 302.2 -6.8% 326.5 8.0% 299.6 -8.2% -7.6%

特定技能 - - 174.6 - 194.9 11.6% 205.7 5.5% 17.8%

技能実習 156.9 - 161.7 3.1% 164.1 1.5% 177.8 8.3% 13.3%

※　日本国内全体 306.0 - 307.7 0.6% 307.4 -0.1% 311.8 1.4% 1.9%

在留資格区分
対2019年

増減率

令和1年

2019年

令和2年

2020年

令和3年

2021年

令和4年

2022年
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※ 何故自由競争が必要なのか？？

2019年 2023年 増減率

アメリカ／ドル 91.7 69.1 -24.7%

ベトナム／ドン 2,129,925.5 1,696,928.6 -20.3%

インドネシア／ルピー 1,296,512.4 1,084,716.3 -16.3%

フィリピン／ペソ 4,747.4 3,959.9 -16.6%

中国／人民元 633.1 503.9 -20.4%

タイ／バーツ 2,846.7 2,476.3 -13.0%

ミャンマー／チャット 139,528.4 149,432.2 7.1%

1万円を送金した際の現地通貨金額

各国為替

各種公表数値よりリフト株式会社で作成
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※ 何故自由競争が必要なのか？？

特定技能　平均賃金　現地通貨換算数値

2020年 2022年 増減率

※　日本円での賃金推移 174,600 205,700 17.8%

ベトナム／ドン 37,923,545 36,640,542 -3.4%

インドネシア／ルピー 23,722,826 23,248,192 -2.0%

フィリピン／ペソ 81,145 85,356 5.2%

中国／人民元 11,300 10,541 -6.7%

タイ／バーツ 51,139 54,865 7.3%

ミャンマー／チャット 2,252,903 3,014,361 33.8%

各国通貨

各種公表数値よりリフト株式会社で作成
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今後の方向性による派遣企業様への影響

顧客企業によっては、技能実習生・特定技能人材の
採用定着が難しくなり、その分の代替人材確保ニーズが
高まる可能性有り

⇒ 派遣企業様にとっても営業チャンスは大きくなる





特定技能人材1名辺りコスト

① 賃金関係 ③ 外注経費

基本給 164,714 ※　右を参照 紹介料 100,000 ※　初年度のみ 基本給計算根拠

残業手当 32,188 ※　月間平均25時間（年間300時間）を想定 申請費用 30,000 ① 時給単価 1,030 円

月間 196,902 支援委託費用 240,000 20,000円×12ヵ月 ② 年間総労働時間 1,919 時間

年間 2,362,820 年間 370,000 ③ 基本給年間 1,976,570 ①×②

④ 基本給月間 164,714 ③÷12

② 会社負担社会保険費用想定 ④ 寮など準備費用

厚生年金保険料 18,300 物件初期費用 100,000 概算　1室あたり20万円程度　1室2名を想定

健康保険料 9,810 協会けんぽ東京支部を参照 家電製品・備品等 50,000 概算　1室あたり10万円程度　1室2名を想定

雇用保険料 591 年間 150,000

月間 28,701

年間 344,412 ◎ 特定技能人材1名辺りコスト合計

初年度 3,227,232 ※　特定技能人材　1名に掛かる年間コスト

2年目以降 2,977,232 ※　初期費用を除いた金額

派遣人材1名辺りコスト 特定技能人材と派遣人材のコスト比較

◎ 日勤平均 1,724 初年度 -727,624

深夜・残業平均 2,155 2年目以降 -977,624

派遣基礎単価 3,308,356 年間　1919時間分　派遣時給単価1724円で試算 2年間平均 -852,624 1名辺り削減金額

派遣割増単価 646,500 年間　300時間分　派遣時給単価2155円で試算

年間合計 3,954,856 派遣人材から特定技能人材への転換によるコスト削減イメージ

5名転換の場合 -4,263,120 5

10名転換の場合 -8,526,240 10

20名転換の場合 -17,052,480 20

30名転換の場合 -25,578,720 30
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② 特定技能ビジネス立ち上げのステップについて
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③ 考えるべき『選択と集中』
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登録支援機関登録数

2024年5月16日現在 9,723件

2022年7月数値 出入国在留管理庁作成有識者会議資料より
リフト株式会社で作成

登録支援機関辺りの支援外国人数

⇒ 市場は伸びているものの、参入するプレイヤーも多い状況
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